
 
 

 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）診療報酬の改定                   １０兆１，９６２億円（９兆８，７４４億円） 
国民・患者が望む安心・安全で質の高い医療が受けられる環境を整えていくため、

概ね 5,500億円（満年度）の診療報酬本体の引上げを行う。 

 全体改定率 ＋0.00％（＋0.004％） 

  ・診療報酬改定（本体） 改定率 ＋1.38％（＋1.379％） 

    各科改定率 医科 ＋1.55％ 

          歯科 ＋1.70％ 

          調剤 ＋0.46％ 

 （重点項目） 

・救急、産科、小児、外科等の急性期医療を適切に提供し続けることができる

よう、病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減・処遇改善の一層の

推進を図る。 

・地域医療の再生を図る観点から、早期の在宅療養への移行や地域生活の復帰

に向けた取組の推進など医療と介護等との機能分化や円滑な連携を強化する

とともに、地域生活を支える在宅医療の充実を図る。 

・がん治療、認知症治療などの推進のため、これらの領域における医療技術の

進歩の促進と導入を図ることができるよう、その評価の充実を図る。 

第３ 安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供 

１ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

１０兆２，０６０億円（９兆８，７４４億円） 

安定的で持続可能な医療保険制度とするため、各医療保険制度に係る必要な経費の確保

等を図る。 

 また、在宅医療・介護を支える人材の育成や基盤の整備等とともに、地域住民が住み慣れ

た地域で必要な医療・介護サービスを継続的・一体的に受けることのできる体制（地域包括ケ

アシステム）の整備を推進する。 

その他、医師等の確保対策をはじめとした地域医療確保対策、救急医療、周産期医療の

体制整備、災害医療体制の強化、安定的な介護保険制度の運営の確保、地域での介護基盤

の整備、革新的な医薬品・医療機器の開発促進等により安心で質の高い医療・介護サービス

を安定的に提供する。 
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  ・薬価改定等  改定率 ▲1.38％（▲1.375％） 

    薬価改定   ▲1.26％ 

    材料価格改定 ▲0.12％ 

 

（２）国民健康保険制度の公費負担の見直し 

財政運営の都道府県単位化を円滑に進める等のため、都道府県調整交付金を給付費

等の７％から９％に引き上げる（1,526 億円）。これに伴い、国の定率負担は給付費等

の 32％とする（平成 24年度）。 

 

（３）医療保険制度の一部負担金減免等の特別措置（復旧・復興（復興庁計上）） 

       ９８億円 

東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域等の住民の方について、医

療保険の一部負担金や保険料の減免等の措置を延長する場合に、保険者の負担を軽減

するための財政支援を行う。 

 

（参考）【平成 23年度第４次補正予算案】 

 ○後期高齢者医療制度臨時特例基金等の積み増し・延長等（平成 24年度分） ２，７１９億円 

   70歳～74歳の窓口負担軽減措置、被用者保険の被扶養者であった方及び低所得の

方の保険料軽減措置を継続するための「後期高齢者医療制度臨時特例基金」等の平成

24年度までの積み増し・延長等を行う。 

 

 

 

 

 

（１）地域医療確保対策                                  ９２億円（８２億円） 

①地域医療支援センターの整備の拡充                         ７．３億円（５．５億円） 

医師のキャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援する

ため、都道府県が設置する「地域医療支援センター」の箇所数を拡充し、医師の地域

偏在解消に向けた取り組みを推進する。 

 

②専門医の在り方に関する検討                            ２７百万円（２４百万円） 

医師の質の一層の向上や医師の偏在是正を図るため、地域に必要な専門医がバラ

ンスよく分布するよう、診療領域別の必要医師養成数の実態把握や総合的な診療能力

を有する医師の在り方を含め、専門医に関して幅広く検討を行う。 

２ 医療提供体制の機能強化             ５８８億円（６１３億円） 
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③チーム医療の普及推進【新規】（一部重点化）                            ２．４億円 

質の高いチーム医療の実践を全国の医療現場に普及定着させ、医師、歯科医師、

薬剤師、看護師等医療関係職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高

い医療サービスを実現する。 

 

④女性医師の離職防止・復職支援 

出産や育児等により離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付・

相談窓口を設置し、研修受入医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応じた研修等を実

施する。 
また、病院内保育所の運営に必要な経費について財政支援を行い、子どもを持つ

女性医師や看護職員等の離職防止や復職支援を行う。 

     （医療提供体制推進事業費補助金（250億円）の内数の他、衛生関係指導者養成等委

託費 1.6億円） 

 

⑤看護職員の確保策等の推進 

地域医療に従事する看護職員の養成・確保を図るため、看護師等養成所の運営、

病院内保育所の運営や新人看護職員研修の実施等に必要な経費について財政支援を

行う。 
また、看護学生の養成を担う看護教員の質・量双方の充実に向けて、eラーニング

を活用した通信教育システムを整備する。 

     （医療提供体制推進事業費補助金（250億円）の内数の他、医療関係者養成確保対策

費等補助金等 50億円） 

 

⑥医療情報連携・保全基盤の整備【新規】（復旧・復興）                  ９．５億円 

医療機関の主要な診療データを、平時から標準的な形式で外部保存しバックアッ

プすることにより、災害時にも過去の診療情報を参照できる手段を確保し、継続した

医療の提供を可能とするとともに、平常時には連携医療機関相互でデータの閲覧を可

能とし、質の高い地域医療連携に活用できる医療情報連携・保全基盤を整備する。 
 

（２）救急医療、周産期医療の体制整備 

医療提供体制推進事業費補助金（２５０億円）の内数 

①救急医療体制の充実 

救急医療体制の充実・強化を図るため、重篤な救急患者を 24時間体制で受け入れ

る救命救急センター等への財政支援を行う。 
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②ドクターヘリの導入促進事業の充実 

早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るため、ドクターヘリ（医

師が同乗する救急医療用ヘリコプター）の配備や運航に必要な経費について財政支援

を行う。 
 

③周産期医療体制の充実 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの MFICU（母体・胎児集中

治療室）、NICU（新生児集中治療室）等への財政支援を行う。 

 

（３）災害医療体制の強化                                ２億円（１．５億円） 

災害時に被災県や被災県内の災害拠点病院との連絡調整等を担う災害派遣医療チー

ム（DMAT）事務局の体制を強化するとともに、被災地で物資調達、情報収集や連絡調

整などの取りまとめ役を担う DMAT隊員を養成する。 

また、「広域災害・救急医療情報システム（EMIS）」について、DMATの活動状況や広

域にわたる患者搬送などの機能強化を図る。 

 

 

（参考）【平成 23年度第３次補正予算】 

 ○医療施設等の防災対策の推進（医療施設耐震化基金の積み増し（全国）等）        ２１６億円 

・災害の発生時にも医療を継続して提供できるよう、災害拠点病院等の耐震化整備

に対して財政支援を行う。 

・災害拠点病院等の自家発電設備等の整備や、災害派遣医療チーム（DMAT）が携行

する通信機器等の整備に対して財政支援を行う。 

 

※ 医療提供体制施設整備交付金のうち、以下の事業については、平成 24年度から地

域自主戦略交付金（一括交付金）により対応する。 

・地球温暖化対策施設整備事業  ・看護師養成所修業年限延長施設整備事業 

・内視鏡訓練施設施設整備事業  ・看護教員養成講習会施設整備事業 

・看護師等養成所施設整備事業  ・歯科衛生士養成所施設整備事業 
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（１）在宅チーム医療を担う人材の育成【新規】（重点化）              １．１億円 

今後、増加が見込まれる在宅療養者への質の高い在宅医療を提供できるよう、地域

で在宅医療を担う人材（指導者）を養成するための多職種協働研修などを行うことに

より、在宅医療を担う人材の知識・技術の向上やチーム医療の展開を図る。 
 

（２）実施拠点となる基盤の整備                         ２３億円（１．１億円） 
①在宅医療連携体制の推進（重点化）                      １０億円（１．１億円） 

多職種協働による在宅療養中の患者の支援体制を構築し、地域での包括的かつ継

続的な在宅医療の提供に向け、在宅医療を提供する医療機関等による連携を地域や疾

患の特性に応じて推進する。 
 

②災害時の安心につながる在宅医療連携体制の推進【新規】（復旧・復興）      １０億円 

災害が発生した場合にも在宅医療を必要とする人が安心して医療サービスを受け

ることができるよう、地域での多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療の提供

に向け、医療機関等による連携を推進するとともに、災害時の在宅医療に必要な備品

の整備を併せて行う。 

 
③在宅医療を提供する拠点薬局の整備【新規】（重点化）                    １．６億円 

がん患者等の在宅医療を推進するため、高い無菌性が求められる注射薬や輸液な

どを身近な薬局で調剤できるよう、地域拠点薬局の無菌調剤室の共同利用体制をモデ

ル的に構築する。 
 

④栄養ケア活動の支援【新規】                                         ５２百万円 

栄養ケアの支援体制を構築するため、地域で栄養ケアを担う管理栄養士等の人材

の確保、関係機関等と連携した先駆的活動を行う公益法人等の取組の推進を図る。 
 

⑤在宅サービス拠点の充実【新規】 

地域で包括的な介護基盤を整備するため、小規模多機能型居宅介護と訪問看護の

サービスを組み合わせた「複合型サービス事業所」、訪問介護と訪問看護が密接に連

携した「定期巡回・随時対応サービス」、訪問看護ステーションの大規模化やサテラ

イト型事業所の開設に必要な備品購入費等の支援を行う。 
（地域介護・福祉空間整備推進交付金（13億円）の内数） 

 

３ 在宅医療・介護の推進                  ３５億円（１．１億円） 
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※ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金の延長等 
「複合型サービス事業所」や「定期巡回・随時対応サービス」の整備については、

新たに「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」のメニューに追加し、基金の実施期間

を平成 24年度まで延長。 

 
⑥低所得高齢者の住まい対策【新規】 

ア 低所得高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を続けられるよう、小規模な養護

老人ホームの整備に対する支援を行う。 
イ 小規模な養護老人ホーム及び都市型軽費老人ホームの開設に必要な備品購入費

等の支援を行う。 
（地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金等（57億円）の内数） 

 

（３）個別の疾患等に対応したサービスの充実・支援                   １１億円 

①国立高度専門医療研究センターによる在宅医療等推進のための研究事業【新規】 

（重点化）                                                          １．４億円 

国立高度専門医療研究センターの専門性を活かして、個別の疾患等の特性に応じ

た研究を実施する。 
 

②国立高度専門医療研究センターによる東日本大震災からの医療の復興に資する研究

【新規】（復旧・復興（復興庁計上））                                   ５億円 

被災地の医療復興を実現するため、国立高度専門医療研究センターの専門性を活

かして、個別の疾患等の特性に応じた在宅医療や心のケアに関する研究を実施する。 

 
③在宅医療推進のための医療機器の承認の促進【新規】（重点化）           １４百万円 

在宅医療の現場で必要とされている医療機器について、その特性を踏まえて迅速

な薬事承認のための指針の策定等を進める。 
 

④在宅医療推進のための看護業務の安全性等の検証【新規】（重点化）       ７０百万円 

患者・家族が希望する在宅医療を実現するため、専門的な臨床実践能力を有する

看護師が医師の包括的指示を受け、看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、業務

の安全性や効果の検証を行う。 
 

⑤在宅介護者への歯科口腔保健の推進【新規】（重点化）                      １億円 

在宅介護者（在宅療養者を介護する家族等）への歯科口腔保健（歯科疾患の予防

に向けた取組み等による口腔の健康の保持）の普及推進を通じて在宅療養者の健康の
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保持・向上を図るため、歯科診療所が訪問歯科診療等により行う歯科疾患の予防に向

けた取組みに必要な口腔内洗浄装置等を整備する。 
 

⑥在宅緩和ケア地域連携事業【新規】（重点化）                            １．１億円 

在宅緩和ケアの地域連携体制を更に推進するため、がん診療連携拠点病院が都道

府県と連携して二次医療圏内の在宅療養支援を行う医療機関の協力リストを作成し、

連携機能を強化するとともに、同圏内の在宅緩和ケアを専門とする医師等と協力して

在宅療養支援を行う医師等に対して在宅緩和ケアの知識や技術の向上を図る研修を

実施する。 
 

⑦難病患者の在宅医療・介護の充実・強化事業【新規】（一部重点化）         ４５百万円 

在宅医療・介護を必要とする難病患者が安心・安全な生活を営めるよう、在宅難

病患者の日常生活支援の強化のため、医療・介護従事者研修の実施や災害時の緊急対

応に備え、重症神経難病患者の受入機関確保のための全国専門医療機関ネットワーク

の構築等を通じて、包括的な支援体制の充実・強化を図る。 
 

⑧HIV 感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業【新規】（一部重点化） 

４０百万円 

HIV 治療の進歩により長期存命が可能となった HIV 感染者・エイズ患者の在宅医

療・介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪問介護職員への実地研修、かかりつ

け医や地域の歯科医への講習会等を実施する。 
 

⑨在宅での疼痛緩和のための医療用麻薬の適正使用の推進【新規】（重点化）  

５２百万円 

在宅患者のニーズに合った在宅緩和ケアを遅滞なく提供できるよう、地域単位で

の医療用麻薬の在庫管理システムを開発・活用するモデル事業等を実施するとともに、

医療用麻薬の適正使用の推進に向けた普及啓発を行う。 
 
 

 

 

 

（１）地域ケア多職種協働推進等事業【新規】                       ７．７億円 

市町村で地域包括ケアシステムを構築するため、地域包括支援センターの医療・介

護等の多職種連携機能を強化する。 

このため、地域のネットワーク構築や多職種連携の場である地域ケア会議の運営の

４ 地域包括ケアの推進                     ３８億円（２８億円） 
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指導的な役割を担う人、専門的な助言を行う OT・PT等のリハビリ職、地域保健の医師・

保健師、管理栄養士等の専門職の確保を支援する事業を行う。 

 

（２）認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進      ２９億円（２７億円） 

①市町村での認知症施策の推進等 

認知症地域支援推進員を中心に、市町村で医療、介護や生活支援サービスが有機

的に連携したネットワークを構築し、認知症の人への効果的な支援を行う取組の拡充

を図る。 
 

②地域での市民後見活動の仕組みづくりの推進 

市民後見人（弁護士、司法書士等の専門職以外の後見人）を育成するとともに、

その活動を支援するなど、地域での市民後見活動の仕組みづくりの更なる推進を図る。 

 

（３）ねんりんピック宮城・仙台大会への支援             ２．１億円（８７百万円） 

平成 24 年度に宮城県と仙台市で開催される「全国健康福祉祭（ねんりんピック）」

について、東日本大震災からの「復興」と「感謝」を PRする大会として開催するため

の支援を行う。 
 
（４）介護職員等によるたん吸引等の研修の実施 

介護保険施設や障害者関係事業所等で喀痰吸引等業務を行う介護職員等を養成する

ため、都道府県で研修を実施する。 

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（237億円）の内数） 
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（１）安定的な介護保険制度の運営         ２兆４，０３３億円（２兆２，６７９億円） 

平成 24年度介護報酬改定においては、介護職員の処遇改善の確保、物価の下落傾向、

介護事業者の経営状況、地域包括ケアの推進等を踏まえ、1.2％の改定率とする。 

 

介護報酬改定 

改定率 ＋1.2％ 

在宅 ＋1.0％ 

施設 ＋0.2％ 

 

（改定の方向） 

  ・介護職員の処遇改善については、これを確実に行うため、これまで講じてき

た処遇改善の措置と同様の措置を講ずることを要件として、事業者が人件費

に充当するための加算を行うなど、必要な対応を講じることとする。 

  ・介護サービスの効率化・重点化と機能強化を図る観点から、各サービス間の

効果的な配分を行い、施設から在宅介護への移行を図る。 

    ・24 時間定期巡回・随時対応サービスなどの在宅サービスや、リハビリテーシ

ョンなど自立支援型サービスの強化を図る。 

    ・介護予防・重度化予防については、真に利用者の自立を支援するものとなっ

ているかという観点から、効率化・重点化する方向で見直しを行う。 

 

また、介護給付、地域支援事業等の実施に必要な経費を確保するとともに、介護給

付費の適正化事業を更に推進し、安定的・効率的な介護保険制度運営に努める。 
 

（２）地域での介護基盤の整備                            ５７億円（６３億円） 

①都市型軽費老人ホーム等の整備 

都市型軽費老人ホーム等の整備に必要な経費について財政支援を行う。また、介

護療養型医療施設の一層の転換を図るため、改修等にかかる整備単価の引上げ等を行

う。 

 

②在宅サービス拠点の充実【新規】（再掲・５３ページ参照） 

 

５ 安心で質の高い介護サービスの確保 

                     ２兆４，２８０億円（２兆２，９２４億円） 
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③低所得高齢者の住まい対策【新規】（再掲・５４ページ参照） 

 

 

※ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金の延長等（一部前述・５４ページ参照） 
地域密着型特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の介護基盤の整

備、地域支え合い体制づくり事業等を行う「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」につ

いて、小規模多機能型居宅介護と訪問看護のサービスを組み合わせた「複合型サービ

ス事業所」や訪問介護と訪問看護が密接に連携した「定期巡回・随時対応サービス」

の整備を新たにメニューに追加する。また、実施期間を平成 24年度まで延長する。 

さらに、介護基盤の整備と合わせて実施している施設開設準備等特別対策事業につ

いても同様に平成 24年度まで延長する。 

 

 

※ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金のうち、政令指定都市分については、

平成 24年度から地域自主戦略交付金（一括交付金）により対応する。 

 

（３）介護サービス情報の公表制度の着実な実施         ３．３億円（２８百万円） 

平成 24 年度に改正される介護サービスの情報公表制度が円滑かつ着実に実施され

るよう、都道府県が行う調査・公表事務、普及啓発、調査員の専門性を活用した相談

体制の充実や調査員研修等についての事業を支援する。 

 

（４）福祉用具・介護ロボットの実用化の支援            ８３百万円（８３百万円） 

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階の機器等を用いた臨

床的評価やモニター調査等を通じ、実用的な機器の開発に資するスキームの構築を図

る。 

 

（５）適切なサービス提供に向けた取組の支援 

①市町村介護予防強化推進事業【新規】                                  ２．８億円 

閉じこもりやうつ等により通所での事業参加が困難な高齢者に対し、生活機能の

低下予防に効果的な訪問型介護予防プログラムを開発し、全国へのマニュアル提示な

どを行う。 

 

②適切なサービス提供に向けた取組の支援                     １３７億円（１８２億円） 

要介護認定の認定調査員への研修を行う。また、社会福祉法人による低所得者へ

の利用者負担軽減措置等の取組を支援する。 
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（６）介護保険制度の利用者負担減免等の特別措置（復旧・復興（復興庁計上）） 

４４億円 

東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域等の住民の方について、介

護保険の利用者負担や保険料の減免の措置を延長する場合に、保険者等の負担を軽減

するための財政支援を行う。 

 

 
 
 
 
 
（１）臨床研究中核病院の整備【新規】（一部重点化） （一部復旧・復興（復興庁計

上））（再掲・８７ページ参照）                                   ２６億円 

 

（２）国際水準で実施する臨床研究等の支援【新規】（一部重点化）（一部復旧・復興

（復興庁計上））（再掲・８７ページ参照）                            ８億円 

 

（３）早期・探索的臨床試験拠点の整備                     ２９億円（３３億円） 

世界に先駆けてヒトに初めて新規薬物を投与したり、医療機器を使用する臨床試験

等の実施拠点となる早期・探索的臨床試験拠点に対し、人材確保、診断機器等の整備、

運営に必要な経費について財政支援を行う。 

 

（４）日本主導のグローバル臨床研究拠点の整備【新規】             ３．７億円 

国際的な治験・臨床研究の実施により、日本発シーズによる革新的新薬・医療機器

の創出や、医療の質の向上のためのエビデンスの確立を図るため、日本主導でグロー

バル臨床研究を実施する体制を整備する。 

 

（５）医薬品・医療機器開発に係る研究のプロトコール審査・進捗管理【新規】 

１．１億円 

医薬品・医療機器の開発に係る臨床研究について、プロトコール（試験計画）の審

査等を一元的に行うとともに、非臨床研究も含め、PDCA に基づく一貫した進捗管理を

行う事業を試行的に実施する。 

 

 

 

 

６ 革新的な医薬品・医療機器の開発促進   ２４０億円（２１１億円） 
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（６）再生医療分野での研究開発基盤の整備【新規】（重点化）（一部後述・８６ペー

ジ参照）                                                  ２．６億円 

国内外の大学、研究機関等によって作成・保存されているヒト幹細胞（iPS 細胞、

ES細胞、疾患特異的 iPS細胞を含む。）の作成・保存方法、性質等の情報を一元化した

データベースを構築し、国内外の研究者が国内外で保存されている細胞の中から必要

な細胞を見つけて研究に利用すること、及び患者が幹細胞治療等の利点欠点等を知る

ことを可能にする。 

 

（７）後発医薬品の使用促進                           ４．８億円（４．７億円） 

患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定

供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業等を引き続き

実施する。また、安定供給体制等を指標とした評価基準の検討や、これまでの取組へ

の検証等を行い、後発医薬品の更なる信頼性向上を図る。 

 

（８）被災地域の復興に向けた医薬品・医療機器の実用化支援【新規】 

（復旧・復興（復興庁計上））                               １０億円 

革新的な医薬品・医療機器を創出するとともに、産業のさらなる発展や雇用の創出

を通じた震災からの復興に貢献することを目指して、被災地域での大学、研究機関発

のシーズ開発を後押しし、臨床研究及び医師主導治験を支援する。 
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